
（５）  経済振興 

  ア  商工業の振興                   
   （ア）  新たな産業の創造 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ バイオ産業の育成 ・振興   
 (a) 内容 ①（財）広島市産業振興センター先端科学技術

研究所運営 

バイオテクノロジー等先端科学技術を応用し

た新たな技術開発と事業化を支援するため、

企業の研究面・技術面での指導・助言を行うと

ともに産業界との共同研究に向けたテーマの

発掘・提案のための基礎研究を行う。 

②バイオ技術活用研究会の運営 

 バイオテクノロジーを応用した技術の実用化及

び普及に向けての調査・研究等を目的とした

研究会を開催する。 

※県立工業技術センター及び㈱広

島テクノプラザで新技術の開発と

技術の核となる人材の育成等に

関する支援を受けることができる。 

b 未来エネルギー研究機
関の立地誘導の推進 

  

 (a) 内容 本市に新たな産業集積を進めるため、水素等を
活用した未来エネルギーに関する研究機関の
立地誘導を推進する。 

なし 

c ひろしまフェニックス
サイトの運営 

  

 (a) 内容 ブロードバンドネットワークを活用して、全国・海
外に広島のベンチャー企業等の製品や技術力
を映像により強くアピールし、ビジネスマッチン
グを促進する。また、ベンチャーキャピタル等の
投資家や支援機関とも連携を図り、資金調達や
経営支援など総合的な支援を行う。 

なし 

d 産学官共同研究開発
補助金 

（（財）広島市産業振興センターが実施）  

(a) 対象 中小企業等が大学等と連携して行う情報通信

関連、環境関連、医療・福祉関連等の革新的

な新技術・新製品の研究開発 

(b) 補助率 補助対象経費の2/3以内 

 

(c) 限度額 １千万円 

なし 

ｅ 新技術研究支援補助金 （（財）広島市産業振興センターが実施）  

(a) 対象 中小企業等が行う情報通信関連、環境関連、
医療・福祉関連等の新技術・新製品の開発を
目的とした研究開発 

(b) 補助率 補助対象経費の1/3以内 

 

(c) 限度額 １千万円 

なし 

ｆ 先端科学技術研究開
発資金融資 

  

(a) 対象 市内に事業所・工場を持つ製造業者及び今後
製造を行おうとする者又はそれらで構成する組
合が行う新技術を応用した研究開発 

(b) 融資限度額 ２億円以内（総対象資金の80％以内） 

(c) 利率 無利子 

 

(d) 融資期間等 10年以内（据置期間３年以内） 

※県の新事業促進支援資金融資を受
けることができる。 

g 新開発商品市場開拓
事業補助金（見本市
等出品補助） 

（（財）広島市産業振興センターが実施）  
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
(a) 対象 中小企業等が行う情報通信関連、環境関

連、医療・福祉関連等の新技術・新製品の
研究開発により実用化又は商品化したもの
の見本市等への出展 

(b) 対象経費 見本市等の小間料、出品物運送費 

(c) 補助率  補助対象経費の1/2以内 

 

(d) 限度額 ２０万円以内 

県の制度により補助を受けることが
できる。 

h 起業支援アドバイザ
ー派遣 

（（財）広島市産業振興センターが実施）  

(a) 対象 市内で具体的にこれから事業を起こそうとする
者、創業後1年以内の者 

 

(b) 内容 アドバイザーを派遣し、経営環境等をふまえ、創
業時の様々な経営ノウハウを提供・助言すること
により、円滑な創業を支援する。 

※広島県起業化センター「クリエイト
コア」の企業家養成研修、技術経
営、相談指導等支援サービスを
受けることができる。 

i 起業チャレンジアカデミー （（財）広島市産業振興センターが実施）  
(a) 対象 市内で新たに事業を起こそうとする者及び起業

後間もない者 
(b) 内容 創業に必要な基礎的な知識等の中小企業診断

士や起業家等による講義、事業計画の策定等 

（上に同じ｡） 

j 女性・高齢者起業家パ
ッケージ型支援事業 

（（財）広島市産業振興センターが実施）  

(a) 対象 
 

全国から募集した女性・高齢者起業家で、事
業プランが優秀と認められ、市内で創業する
者 

なし 

 
 
 

(b) 内容 
専属のアドバイザー派遣、創業準備資金補
助、無担保無保証人の創業支援資金融資を
適用し、重点的かつ総合的な支援を行う。 

 

k 女性起業家サポータ
ー制度 

（（財）広島市産業振興センターが実施）  

(a) 対象 
 

起業しようとする女性や起業後間もない女性
起業家 

なし 
 
 
 (b) 内容 

経験豊富な女性起業家からアドバイスを受け
る。 

 

l  環境関連産業の育
成・振興 

  

(a) 内容 既存産業が保有する機械生産技術などの環
境関連分野への転用を促進するため、製品開
発研究会を開催し、公害防止技術・産業廃棄
物リサイクル等の技術支援を行う。 

なし 

m 福祉関連産業の育成・
振興 

  

(a) 内容 市内企業の保有する独自技術を活用した福
祉関連分野への進出を支援するため、製品
開発研究会を開催し、福祉関連製品に対す
る技術支援を行う。 

なし 

n 産業デザインの育成・
振興 

  

 (a) 内容 ①ひろしまグッドデザイン賞授与（隔年） 
地元企業の製品等で、デザイン面・機能面
で優れたものに市長賞を授与 

②産業デザイン振興研究会 
③産業デザイン展の開催（隔年） 

今後のデザイン動向に関するシンポジウムを
開催するとともにデザイン関係団体による作品
や商品の展示などを行う。 

※(財)広島県産業振興公社デザイン
センターのデザインセミナー相談
等の支援を受けることができる。 
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（イ）  産業の高度化・多角化 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 自動車関連産業の振

興対策 
①自動車部品関連企業の新規受注等の推進 

広島地域の自動車部品メーカーと国内外の自
動車メーカー等との商談会の開催など、新規取
引等に対する支援を行う。 

②自動車関連産業活性化対策推進協議会 
自動車関連企業の販路開拓支援など、自動
車関連産業の活性化を総合的に支援する。 

③工業技術支援アドバイザー派遣 
技術的課題を有する自動車関連企業を対象に
各専門分野のアドバイザーを派遣 

④デジタルエンジニアリング支援研修事業 
自動車関連産業を対象に開発から生産まで
のデジタル化に対応できる技術者を養成する
ための研修会を実施 

なし 

b 技術力の向上   

(a) 工業技術相談・
指導 

中小製造業を対象に加工技術、生産工程の自動
化、コンピューターによる設計・解析、デザイン開
発等各分野の技術指導相談（工業技術センター
で実施） 

※県立工業技術センター及び広島テ
クノプラザの技術指導、技術指導ア
ドバイザーの出張指導等を利用で
きる。 

 

(b) 依頼試験 企業から依頼に応じて、各種の試験・検査・分析等を行
い、試験成績書を発行する。（工業技術センターで実施） 
 ①木材・高分子材料関係 
 ②金属・セラミック関係 
 ③塗料・皮膜試験関係 
 ④電子・電気関係 
 ⑤工業製品関係 
 ⑥デザイン関係 

※県立工業技術センター及び広島テ
クノプラザで各種の試験・検査、分
析等を行い、成績証明書を発行し
ているので、必要に応じて利用でき
る。 

c 情報化の推進   

 (a) 内容 ・産業情報システムの運用 なし 
 
  （ウ）  企業立地の促進 
    ａ   湯来町 

制 度 名 補助対象 内  容 限度額 

奨励事業者に対し、固定資産税が
課せられる年度から三年間、固定資
産税の額に割合を乗じて得た額を
奨励金として交付する。 

初年度 １００／１００ 

２ 年度 ８０ ／１００ 

企業等立地奨励 ①湯来町内に事業所を新
設又は増設しようとする
者で、固定資産総額が３
千万以上 

②日常雇用者が5人以上 
③公害防止に必要な措置

を講じている。 ３ 年度 ６０ ／１００ 

200万円 

    ｂ   広島市 

制 度 名 補助対象 補助率等 
期間 

（据置期間） 
限度額 

企業立地資金利子補給 工場用地の取得又は工場
の建設を行うために金融
機関から借り入れた資金
に係る支払利子 

借入れ資金の年
利率が2.1％を超
える部分 
（３％以内） 

工場操業開始
の日から5年間 

３億円 

企業立地資金融資 機械設備・公害防止設
備・環境保全施設・福利
厚生施設・防災保安施
設・試験研究施設等 

年利率2.1％ 10年以内 
（2年以内） 

１０億円 
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（エ） メッセ・コンベンションの育成・振興 

 

項  目 広  島  市 湯  来  町 

ａ メッセ・コンベンション
の育成・振興 
（ａ） 支援組織 (財)広島観光コンベンションビューロー 

（ｂ） 支援内容 ①コンベンション（各種会議・大会、展示
会・見本市等）の誘致、開催及びそのた
めの支援 

②コンベンションシティ広島、県内コンベ
ンション施設等の広報及び宣伝 

③コンベンションの企画、調査及び開発 
④コンベンション関連情報の収集及び提供 

 

（ｃ） 施設 ①会議施設：広島国際会議場など 
②展示施設：広島市総合展示館など 

なし 

  （オ）  商店街への補助 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 商店街等共同施設整

備計画策定事業補助 
（ａ） 対象 共同施設(アーケード、街路灯等)の整備等

に関する計画を策定する商店街等 

（ｂ） 補助率 補助対象経費の１/2 

 

（ｃ） 補助限度額 100万円 

※国、県の制度により、補助を受けることが
できる。 

ｂ 商店街等共同施設整
備事業補助 

  

（ａ） 対象 共同施設（アーケード、街路灯等）を整備す
る商店街等 

（ｂ） 補助率 ① 法人団体 補助対象整備費の15％ 
② 任意団体 補助対象整備費の10％ 

 

（ｃ） 補助限度額 ① 法人団体 1億円 
② 任意団体 1，000万円 

※国、県の制度により、補助を受けることが
できる。 

c 商店街魅力づくり事業   

（ａ） 対象事業 インターネットの活用や高齢者の来街支
援など時代の変化に対応した商店街活
性化事業 

（ｂ） 補助率 補助対象経費の１／３以内 

 

（ｃ） 補助限度額 100万円 

なし 

d 空き店舗等有効活用
事業 

  

（ａ） 対象事業 空き店舗や空き地を活用した商店街活
性化事業 

（ｂ） 補助率 補助対象経費の１／３以内 

 

（ｃ） 補助限度額 60万円（5万円×12ヵ月） 

なし 

 
  （カ）  中小企業診断・支援 
     ａ 湯来町 
      広島県中小ベンチャー総合支援センターが利用できる。 
     ｂ 広島市 

中小企業の診断、支援に係る事業費を市が（財）広島市産業振興センター（広島市中小企業支援セン 
ター）に補助し実施する。 

項   目 対  象 内       容 
プロジェクトマネージャー等
の配置 

－ 民間企業出身のプロジェクトマネージャー、サブマネージャーを
配置し、職員と協力して中小企業支援策を立案し、実施する。 

事業可能性評価委員会の
運営 

市 内 中 小 企
業者等 

中小企業者等のビジネスプランの有望性や事業の可能性につ
いて評価等を行うために、民間の有識者等を構成員として設置
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項   目 対  象 内       容 
し、運営する。 

窓口相談事業 市 内 中 小 企
業者等 

窓口相談員、サブマネージャー、職員が、来所面談、電話、Eメ
ール等により相談に応ずる。 

専門家派遣事業 市 内 中 小 企
業者等 

新商品開発、新分野進出など課題に応じた専門家をアドバイザ
ーとして派遣する。 

・ 経営支援アドバイザー派遣 
・ 商店街等活性化支援アドバイザー派遣 
・ 起業支援アドバイザー派遣 
・ 経営革新アドバイザー派遣（有料） 

講演会・経営セミナーの開
催 

市 内 中 小 企
業者等 

経営体質の改善・強化、合理化等を推進していくために各種講
演会・経営セミナーを開催する。 

コンピュータ財務分析 市 内 中 小 企
業者等 

コンピュータによる財務分析を行い、財務上必要とされる改善点
及び管理の着眼点を指摘し、経営改善の指針を示す。 

商店街活性化調査分析 市内商店街 商店街の外部環境要因、構成店舗の現状等を把握し、商店街
の実状に即して将来の方向、具体的方策等を示す。 

 
  （キ）  中小企業勤労者共済 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 中小企業勤労者共済事業   

（ａ） 目的 市内の中小企業で働く人の福利厚生を充実さ
せ、人材の確保や雇用の安定を図る。 

（ｂ） 内容 ①レクリエーションの実施や人間ドック受診
への助成などの福利厚生事業 

②永年勤続報奨金、死亡弔慰金などの給付
事業 

（ｃ） 会費等 入会金  １人につき      500円 
会費   １人につき 月額 1,000円 

 

（ｄ） 事業主体 ㈶広島勤労者職業福祉センター 

なし 

 
  （ク）  中小企業融資制度（広島県、政府系中小企業金融機関の融資制度を除く。） 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 中小企業融資 別表のとおり なし 

（注）広島市の制度を利用していても、広島県の制度等を利用することができる。 
 

（ケ）  施設 
     ａ 湯来町 なし（県立産業会館、産業技術交流センター等県の施設を利用できる。） 
     ｂ 広島市 

施  設  名 事  業  概  要 施     設 

広島市中小企業
会館 

中小企業の振興、中小企業の活動に
必要な場の提供 

・本館：会議室、研修室 
・総合展示館（展示ホール） 

広島市産業振興
センター 

中小企業の振興、中小企業の活動に
必要な場の提供 

・多目的ホール（展示ホール） 
・研修室、会議室 

 情報通信関
連SOHO施設 
（SOHO＠ひ
ろしま） 

情報通信分野での新規創業等を目指
す事業者に事業室を貸し付け、起業
家を育成する。 

・６室（各20㎡） 
・共用の商談コーナー 
・ＯＡフロア・電話回線 
・入居期間  3年以内 

広島市工業技術
センター 

中小企業の技術力の向上の基礎とな
る人材の育成及び共同研究、新技術
導入による試験研究、技術指導等 

・本館棟：研究室、講習室相談室等 
・研修者サロン棟：研究者サロン等 
・研究棟：各種実験室、研究室等 
・試験棟：各種試験室、実験室、加工場等 
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別表（広島市） 

制度名 対 象 者 資金使途 融資限度額 
融資期間 

（据置期間） 
利率 

中 小 企 業 経
営 安 定 資 金
融資 

運転資金 2,000万円 7年以内（1年以内） 2.1％ 

中 小 企 業 設
備 近 代 化 資
金融資 

設備資金 5,000万円 10年以内(1年以内) 2.1％ 

中 小 企 業 短
期 事 業 資 金
融資 

市内中小企業者及び組合 

運転資金 1,200万円 1年以内 1.9％ 

小 規 模 事 業
融資 

常時使用する従業員の数
が20人（小売業･サービ
ス業は５人）以下の市内
小規模事業者 

運転資金 
設備資金 

900万円 7年以内(1年以内） 1.7％ 

中 小 企 業 協
同組合融資 

広島市中小企業協同組合
に加入している市内中小
企業者 

運転資金 
設備資金 

単名貸付 
 800万円 

手形割引 
 800万円 

5年以内 2.2％ 

中 小 企 業 新
分 野 進 出 支
援融資 

市内中小企業者及び組合
で新分野進出、事業多角
化等を行おうとするもの 

1.4％ 

 特別資金 

新分野進出、事業多角化
等を行おうとする市内中
小企業者及び組合で、事
業計画について広島市中
小企業支援センターの専
門家派遣及び同センター
の事業可能性評価委員会
で優秀な評価を受けたも
の 

運転資金 
設備資金 

1億円 
うち運転資金
は5,000万円 

運転資金 
7年以内(1年以内) 

設備資金 
10年以内(3年以内) 

1.0％ 

創業支援資金
融資 

中小企業者として市内で
新たに事業を営もうとす
る者 
（開業後１年未満を含む。） 

1.4％ 

特別資金 

中小企業者として市内で
新たに事業を営もうとす
る者（開業後１年未満を
含む。）で創業計画につ
いて広島市中小企業支援
センターの専門家派遣及
び同センターの事業可能
性評価委員会で優秀な評
価を受けたもの 

運転資金 
設備資金 

1,000万円 

運転資金 
7年以内(1年以内) 

設備資金 
10年以内(3年以内) 
 
新事業創出関連の設
備資金 
運転資金 
5年以内(1年以内) 

設備資金 
7年以内(3年以内) 
 

 

女 性 ・ 高
齢者チャ
レ ン ジ 資
金 

中小企業者として市内で
新たに事業を営もうとす
る女性及び55歳以上の者
（開業後１年未満を含
む。）で広島市中小企業
支援センターの女性･高
齢者起業家パッケージ型
支援事業の対象者 

運転資金 
設備資金 

1,000万円 

運転資金 
5年以内(1年以内) 

設備資金 
7年以内(3年以内) 

1.0％ 
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制度名 対 象 者 資金使途 融資限度額 
融資期間 

（据置期間） 
利率 

中小企業ＩＴ利
用促進融資 

市内中小企業者及び組合
で情報技術の普及変化に
関連した事業環境の変化
に対応するため、情報化
投資を行おうとするもの 

運転資金 
設備資金 

3,000万円 

運転資金 
7年以内（1年以内） 
設備資金 
10年以内(1年以内) 

1.7％ 

セーフテ
ィネット 

市内中小企業者及び組合
で取引先の倒産、関連事
業者の事業活動の制限、
災害その他の突発的に生
じた事由､経済事情の変
動、取引先金融機関の破
綻又は経営の合理化、整
理回収機構又は産業再生
機構への貸付債権の譲渡
等の影響により経営の安
定に支障を生じているも
の 

運転資金 2,500万円 7年以内（1年以内） 

運転資金 2,000万円 7年以内（1年以内） 

災害復旧 

市内中小企業者及び組合で
市長が指定する相当規模の
災害により直接被害を受
け、区長からり災証明を受
けているもの 

設備資金 5,000万円 10年以内(1年以内) 

1.4％ 
 

中
小
企
業
特
別
融
資 

ISO9000Ｓ
認証取得 

市内中小企業者及び組合
でISO9000S規格(QS9000、
ISO/TS16949を含む。)の認
証取得のための審査・コ
ンサルティング等に要す
る資金を必要とするもの 

運転資金 2,000万円 7年以内(1年以内) 1.7％ 

運転資金 2,000万円 7年以内(1年以内) 

中小企業景気
対策特別融資 

市内中小企業者及び組合
で経済環境の変化により
売上の減少等業況の悪化
をきたしているもの 設備資金 5,000万円 10年以内(1年以内) 

( 平 成 17

年 3 月 31

日まで) 

小
規
模
事
業
者
特
別
資
金 

常時使用する従業員の数
が20人（商業･サービス
業は5人）以下の小規模
事業者で、所得割のある
市･県民税、事業税又は
所得税を完納し、売上の
減少等業況の悪化をきた
しているもの 

運転資金 

300万円 
（ただし、保
証協会に別口
の保証残高を
有する場合、
その保証残高
を含めて1,250
万円以内） 

7年以内(1年以内) 
 

1.4％ 

一
般 

共同事業を行おうとする
市内組合 

3,500万円 10年以内(1年以内) 
商店街等
組合融資 特

別 
高度化事業を行おうとす
る市内組合 

運転資金 
設備資金 対象事業費の 

10%以内 
高度化資金貸付と 
同じ 

1.9％ 

運転資金 

2,000万円 
（ISO14001規格
の認証取得の
み対象） 

7年以内(1年以内) 中 小 企 業 環
境 保 全 資 金
融資 

市内中小企業者及び組合
で公害防止設備の設置、
低公害車等の購入、環境
保全に資する施設の設置
のいずれかを行うもの 設備資金 5,000万円 10年以内(1年以内) 

1.7％ 

 



（参考）広島県制度適用分 
融                   資                   条                   件 

利     率 制    度    名 
対   象   者 限  度  額 使途 期   間 

（据置期間） 信用保証無 信用保証付 
信用保証 

小規模事業資金融資 従業員20人（商業・サービス

業5人）以下の小規模事業者等 
会社・個人：650万円 
組合：1,000万円 

運転 
設備 

運転：4年（6月） 
特例：6年（6月） 
設備：6年（6月） 

 1.8 すべて保証付 
（保証料 年0.7％） 

運転：5年（6月） 
特例：7年（1年） 

1年超   2.6 
1年以内 2.3 

1年超   2.2 
1年以内 1.9 

一般資金 中小企業者等 

運転 会社・個人： 
2,000万円 

組合：    3,000万円 
設備：      5,000万円 

運転 
設備 

設備：7年（1年） 
ただし、1件3,000
万円以上は設備は

10年（3年） 

2.6 2.2 

原則として保証付 
（保証料 年0.85％） 

経 

営 

安 

定 

資 
 

 
 

金

融

資 季節資金 中小企業者等 

会社・個人  
夏季、年末：各1,000万円 
組合 
夏季、年末：各2,000万円 

運転 6月 2.3 1.9 原則として保証付 
（保証料 年0.85％） 

緊急経営基盤強化資

金融資 

直近3か月の売上高が，前年同

期に比して 10％（小規模事業

者5％）以上減少、又は前年同

期に比して5％以上減少し、か

つ、前々年同期に比して 15％
以上減少しているが、中長期的

には回復し、発展が見込まれる

中小企業者等 

会社・個人：  2,000万円 
組合：        3,000万円 運転 7年（1年） 1.8 1.5 原則として保証付 

（保証料  年0.7％） 

一      

般      

制     

度 

創業支援資金融資 新たに事業を開始する個人・会

社等 2,500万円 運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：7年（1年） 

 1.8 すべて保証付 
（保証料  年0.7％） 

自動車関連企業支援資金

融資 

自動車関連の業種を営む中小

企業者で、経営革新や新分野進

出等の取り組みを行う中小企

業者 

1億円 
（うち、運転資金は、3,500
万円） 

運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 

1.8 1.5 原則として保証付 
（保証料  年0.7％） 

情報化支援資金融資 

情報化機器等を導入して、情報

処理、生産工程等のシステムの

構築や、取引の促進を図ろうと

する中小企業者 

8,000万円 
(うち、運転資金は、3,500
万円） 

運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 

一般     2.1 
経営革新 1.8 

一般     1.8 
経営革新 1.5 

原則として保証付 
（保証料  年0.7％） 

新事業促進支援資金融資 

経営革新支援法等の認定を受

けて行う事業や、新技術・新事

業開拓を行おうとする中小企

業者等 

中堅企業     3億円 
中小企業     1億円 
（うち、運転資金は、3,500
万円） 
ベンチャー等フォローア

ップ資金   3,000万円 

運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 
ベンチャーフォロ

ーアップ：7 年（3
年） 

中堅企業 2.3 
中小企業 2.1 
ベンチャーフ

ォローアップ 
1.9 

中小企業 1.8 
ベンチャーフ

ォローアップ  
1.6 

中堅企業  対象外 
中小企業・ベンチャ

ーフォローアップ  
原則として保証付

（保証料 年0.7％） 

ベンチャー企業支援融資 

新規成長９分野※において事

業を行う今後成長が見込まれ

る中小企業者（※医療福祉、生

活文化、情報通信、新製造技術、

流通物流、環境、ビジネス支援、

バイオテクノロジー、人材） 

3,000万円 運転 
設備 7年（3年） 

 
 
 
 
 
 
 

1.5 すべて保証付 
（保証料  年0.6％） 

新事業促進支援資金の融資対

象事業で５人以上の雇用創出

又は労働力の移動を伴う事業

を行う中小企業者等 

中堅企業      3億円 
中小企業      1億円 
（うち、運転資金は、3,500
万円） 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 

雇用促進支援資金融資 
事業拡大等に伴い新規雇用を

する中小企業者等 
（中小は1人、中堅は5人以上） 

中堅企業      1億円 
中小企業 

 運転：2,000万円 
設備：3,000万円 

運転 
設備 

運転：5年（6月） 
特例：7年（6月） 
設備：10年(3年) 

中堅企業 2.2 
中小企業 1.8 中小企業 1.5 

中堅企業  対象外 
中小企業  原則とし

て保証付 
（保証料 年0.7％） 

職場環境改善資金融資 

女性・高齢者の能力活用や障害

者の雇用促進、労働時間短縮を

図るための設備の導入、福利厚

生施設の充実など職場環境の

改善を行おうとする中小企業

者等 

中堅企業       1億円 
中小企業   5,000万円 設備 10年（3年） 

中堅企業 2.3 
(障害者雇用： 
2.2) 
中小企業 2.1 
(障害者雇用： 
1.8） 

中小企業 1.8 
(障害者雇

用：1.5) 
 

中堅企業  対象外 
中小企業  原則とし

て保証付 
（保証料 年0.7％） 

- 106 - 



- 107 - 

 
融                   資                   条                   件 

利     率 制    度    名 
対   象   者 限  度  額 使途 期   間 

（据置期間） 信用保証無 信用保証付 
信用保証 

（企業再建）  2,000万円 
（セーフティーネット） 
県指定 
会社・個人：4,000万円 

  組合：      8,000万円 
国指定 
会社・個人：6,000万円 

  組合：     12,000万円 
資金調達支障  2,000万円 

運転 7年（1年）  
1.5 

(資金調達支

障2.2） 

すべて保証付 
（保証料  年0.7％） 

（特別） 
中堅企業：1億円 

  会社・個人：2,000万円 
  組合：4,000万円 

運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 

中堅企業 2.3 
中小企業 2.1 中小企業 1.8 

中堅企業  対象外 
中小企業  すべての

保証付き又は、原則

として保証付（保証

料 年0.7％） 

経営環境変化対策資金融

資 

取引先の倒産や生産調整、金融

機関からの資金調達に支障を

来している等、経済・金融情勢

の変化及び災害等により事業

経営に影響を受けている中小

企業者等 

（災害復旧）被害額の範囲

内とし、その都度知事が定

める。 

災害

復旧

に要

する

経費 

その都度知事が定

める。 その都度知事が定める。 その都度知事が定め

る。 

中心市

街地活

性化対

策 資 
金 

中心市街地内における、出店及

び改装を行う中小企業者等 

会社・個人 
  運転：1,500万円 

        設備：3,000万円 
組合 

運転：4,000万円 
設備：8,000万円 

運転：5年（1年） 
設備：7年（1年） 2.1 1.8 

中心市街地等

活性化資金融

資 
商店街

再生資

金 

商店街の空き店舗に新規に出

店しようとする中小企業者等 

中堅企業     1億円 
会社・個人 

運転：1,500万円 
設備：3,000万円 

組合 
運転：4,000万円 
設備：8,000万円 

運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 

中堅企業 2.3 
中小企業 2.1 中小企業1.8 

中堅企業  対象外 
中小企業  原則とし

て保証付 
（保証料 年0.7％） 

環境保全資金融資 環境保全対策等を図ろうとす

る中小企業者等 

運転：2,000万円 
（ただし、運転資金は

ISO14001 規格認証取得

事業に限る。） 
設備：5,000万円 
（ただし、ダイオキシン対

策に係るものは 8,000 万

円） 

運転 
設備 

運転：5年（1年） 
特例：7年（1年） 
設備：10年（3年） 

2.1 
（ダイオキシ

ン対策に係る

もの 1.8） 

1.8 
（ダイオキシ

ン対策に係る

もの:1.5) 

原則として保証付 
（保証料  年0.7％） 

 



イ  消費者対策  

   (ア)  消費者保護対策 
項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 消費者意識の高揚   

 (ａ) 事業内容 ①消費者月間事業 
 ・消費生活展 消費者のつどい等開催 
②消費生活セミナーの開催 
③地域消費者啓発講習会の開催 

①リーフレット等を庁舎に掲示 
②広報への掲載 
③地区別消費者啓発講演会の開催 

ｂ 消費生活相談苦情処
理等 

  

 (ａ) 苦情処理等機関 広島市消費生活センター 
①消費生活相談 
②情報収集・提供、啓発 
③研修、自主活動の場の提供 
④法律相談（市民相談センター事業） 

広島西広域消費生活センター 
  （近隣市町で構成） 
①消費生活相談 
②情報収集・提供・啓発 
③研修・講演の開催 

ｃ 情報の提供・収集及び啓発   

 

(ａ) 事業内容  
①消費者啓発リーフレットの作成 
 ・若年者･高齢者用リーフレット等 
②くらしの情報紙「知っ得なっとく」の 
  発行 （隔月 9,000 部） 
③ホームページによる情報の提供 
④全国消費生活情報ネットワークシス

テムの活用 

①リーフレット等を庁舎に掲示 
②広報への掲載 
③地区別消費者啓発講演会時に相談

員による相談事例等情報提供 

ｄ 消費者活動の推進   

 (ａ) 事業内容 消費者団体の育成指導 
・(社)広島消費者協会への補助 

なし 

 
   (イ)  物価安定対策 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 物価情報の収集・提供

及び啓発 
  

 (ａ) 事業内容 ①物価啓発情報紙の発行（くらしの情
報紙「知っ得なっとく」への物価情報
の掲載） 

②物価相談窓口の設置 

なし 

ｂ 物価の監視・調査   

 （ａ） 事業内容 生活関連物資の価格・需給動向等監
視調査 
・職員、モニターによる店頭調査 
・業界事情調査 

なし 

 
   (ウ)  卸売市場 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 公設卸売市場   

広島市中央卸売市場 

区分 敷地面積 取扱品目 供給人口 

中央 

市場 

ｈａ 

２４．２ 

青果、水産

物、花き 

東部 

市場 
５．８ 青果 

 １５０万人 

食肉 

市場 
５．４ 食肉   40 万人 

 (ａ) 施設概要 

 

なし 
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   (エ)  青空市場 
項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 青空市場   

 (ａ) 施設概要 なし 湯来町杉並台青空市場 
町内で生産・加工された農水産物
を直接販売 
延床面積  199 ㎡ 

きんさい湯の山直売所 
農林産物や加工品、特産品等を販
売し、地域住民と都市住民の交流
を促進 
延床面積  19 ㎡ 

 
 



ウ  観光の振興 
 （ア） 観光の振興 

 項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 観光資源の整備・開発   
 (a) 観光行事等開催

補助・負担 
①フラワーフェスティバル開催補助 
②広島祭委員会主催の祭行事開催補

助（可部高松山・大文字まつり、七夕
まつり、広島みなと夢花火大会、とう
ろう流し、広島城大菊花展） 

③観光行事の開催補助・負担（ゆかた
できん祭、ひろしまライトアップ事業、
アリスガーデンパフォーマンス広場
事業） 

④広島県大型観光キャンペーンへの
参画 

なし 

ｂ 観光客の受入態勢の
整備・充実 

  

 (a) 観光案内所・外
国人観光客案内
窓口の運営 

①観光案内所：広島駅（南口、新幹線
口）、平和記念公園レストハウス内 

②外国人観光客案内窓口：平和記念
公園レストハウス内 

なし 

ｃ 宣伝・誘致活動の強化   

 

(a) (財)広島観光コン
ベンションビュー
ロー事業助成 

①(財)広島観光コンベンションビューロ
ーの観光事業に対する助成 

②観光ホームページの運用（内容の適
宜更新･充実） 

①湯来町観光協会に対する助成 
②湯来町観光協会ホームページの運

用 

 
  （イ） 観光事業（国民宿舎事業等） 

 項    目 湯  来  町 

ａ 概要  
(a) 概要 国民保養温泉地である湯来・湯の山温泉において、国民のだれもが、低廉でしか

も快適に利用できる宿泊休養施設である国民宿舎等の運営を行うことによって、
国民の健全なレクリエーションと健康の増進を図る。 

(b) 会計区分 企業会計（地方公営企業法の適用） 

(c) 職員体制 観光事業部 職員 12 名（H16.4.1 現在） 

 

(d) 観光事業運営審議会 委員 10 名  任期 2 年 

ｂ 経営施設  

(a) 施設 ①国民宿舎「湯来ロッジ」（湯来温泉、宿泊・休憩・入浴など） 
（併設施設）・西中国山地観光振興センター 

②湯の山温泉館（湯の山温泉、入浴・休憩）  

(b) 宿泊定員数 141 人 

ｃ 利用料金 以下の額に 1.05 を乗じて得た額                      （単位：円） 
食事料 

区分 宿泊料 
朝食 夕食 計 

合計 

 3,600 6,400 
大 人 

トイレ付 3,900 
800 2,000 2,800 

6,700 

 3,100 5,900 
小学生 

トイレ付 3,400 
800 2,000 2,800 

6,200 

 幼 児 1,800 実 費  

(a) 湯来ロッジの宿
泊利用料 

・入湯料 中学生以上 1 人につき 50 円 

・個 室 
区分 定員 3 時間まで 6 時間まで 定員 1 人増すごとに 

6 畳 3 人 2,700 3,000 400 

8 畳 4 人 3,600 4,000 400 

10 畳 5 人 4,500 5,000 400 

14 畳 7 人 6,300 7,000 400 

18 畳 9 人 8,100 9,000 400 
 ※6 時間以上 1 時間増すごとに 20％増 

 

(b) 湯来ロッジの休
憩各室利用料 

・広間      1 人につき 1,000 円 

- 110 - 



 項    目 湯  来  町 

・会議室 

区分 定員 3 時間まで 6 時間まで 

第１会議室 60 人 15,000 20,000 

研修室 100 人 35,000 45,000 

大ホール 400 人 85,000 105,000 

(c) 湯来ロッジの入
湯料 

・入湯料（入浴のみ利用者） 
大 人（中学生以上）  
 
小 人（4 歳以上小学生）  
                      

 
1 人 1 回    381 円 （税込 400 円） 
1 人 2 回以上 619 円 （税込 650 円） 
1 人 1 回    190 円 （税込 200 円） 
1 人 2 回以上 333 円 （税込 350 円） 

(d) 湯 の 山 温 泉 館
の利用料 

・入湯料（入浴のみ利用者） 
大 人（小学生以上）     
 
幼 児（3 歳以上）      

 
・休憩料 

 
1 人 1 回    286 円 （税込 300 円） 
1 人 2 回以上 619 円 （税込 650 円） 
1 人 1 回     95 円 （税込 100 円） 
1 人 2 回以上 333 円 （税込 350 円） 
1,000 円 

  

 
  （ウ） 多目的温泉保養館 

 項    目 湯  来  町 

ａ 概要  

(a) 名称 湯の山多目的温泉保養館（クアハウス湯の山） 

(b) 事業 住民の健康増進と福祉の向上を図るとともに、観光振興を促進するため、次の事業を行う。 
①住民に休養と保養の場を提供し、余暇の有効利用を促進すること 
②健康相談、健康講座等を開催し、住民のスポーツ、体力づくり等の健康指導

を図ること 
③文化活動その他住民の福祉の向上に関すること 
④観光振興の促進に関すること 
⑤地域活性化に関すること 

(c) 施設概要 鉄筋コンクリート造３階建 
建築面積 1,940 ㎡ 延床面積 2,814 ㎡ 
13 種類の浴槽や浴場、サウナ、トレーニングルーム、休憩室、温水プール（25ｍ
×5 コース）など 

(d) 開館時間等 ・開館時間   10:00～21:00 
・休館日    毎週木曜日、12 月 31 及び 1 月 1 日 

 

(e) 管理運営 財団法人湯来振興公社に委託 

b 使用料                      （単位：円） 

区  分 使用料 
大人（中学生以上）   1,500 

小人（小学生）    800 個人 1 回利用券 

幼児（3 歳以上）    400 

大人（中学生以上）  15,000 

小人（小学生）   8,000 
個人回数券 

（11 枚綴） 
幼児（3 歳以上）   4,000 

大人（中学生以上）  35,000 

小人（小学生）  18,000 個人年間利用券 

幼児（3 歳以上）  10,000 

一般 

家族年間利用券 

（各人の年間利用券を発行） 

35,000 円＋加算額 
加算額は大人 1 人を除き 1 人当
たり  

大人 25,000 円 
小人 10,000 円 
幼児（3 歳以上）5,000 円 

法人利用券（120 枚） 150,000 
法人 法人年間利用券 

法人会員券（法人名記入5枚） 200,000 

大人（中学生以上）   1,300 

小人（小学生）    700 団体 （20 人以上） 

幼児（3 歳以上）    300 

水 着           1 人 1 回    400 

 

(a) 使用料 

貸出 
バスローブ（ウェアー）  1 人 1 回    300 

- 111 - 



エ  農業の振興 
   (ア)  生産性の高い農業の確立 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 農業生産基盤整備   
(ａ) ほ場整備 農地の区画形質の改善･集団化、道

路･用排水路の整備等 
・整備目標面積  600ｈａ 
・農業振興地域で実施（14 年度実
績 10ｈａ） 

農地の区画形質の改善・集団化、道
路・用排水路の整備等 

・整備目標面積  100ｈａ 
・農業振興地域で実施 

(ｂ) 農道整備 農産物流通の合理化、生活環境の改
善等のための農道の整備 

・14 年度実績   2ｋｍ 

農産物流通の合理化、生活環境の改
善等のための農道の整備 

・15 年度実績   133ｍ 
(ｃ) 水路整備 水田の汎用化、用水管理等の労働力

の節減等を図るための水路整備 
・14 年度実績   5ｋｍ 

水田の汎用化、用水管理等の労働力
の節減等を図るための水路整備 

・15 年度実績   250ｍ 

 

(d) ため池整備 農業用水の確保、自然災害の未然防
止等のためのため池の整備 

・ため池総数   419 か所 
・14 年度実績   1 か所 

必要と認めたときに整備 
・ため池総数   10 か所 

b 農業生産育成指導   

 (a) 農業生産技術指
導 

生産性及び品質の向上を図るための
農家現地指導及び講習会の開催 

同左 

 (b) 高能率生産団地
育成事業補助 

ほ場整備地区において、水稲の集団栽
培、収益性の高い野菜･花きの導入によ
り、中核農家を中心とした営農集団を育成 

・事業実施主体：農業協同組合 

なし 

c 畜産育成指導   

 (a) 家畜繁殖障害除
去診療 

巡回指導による疾病の発生予防と早
期発見及び効率的な診療により、家畜
の損耗を防止 

関係機関との巡回指導による疾病の
発生予防と早期発見及び効率的な診
療により、家畜の損耗を防止 

ｄ 優良農地の保全・確保
と有効利用 

  

(a) 農業振興地域の
管理 

農業振興地域  22,511ha （５地区） 
沼田、安佐、白木、阿戸、五日市 

農業振興地域   8,814ha 

(b) 農地の権利関係
の調整等 

農業委員会による農地の権利移動、
転用等の権利関係の調整等 

・委員数    38 人 

農業委員会による農地の権利移動、
転用等の権利関係の調整等 

・委員数     18 人 

 

(c) 農地流動化の推進 所有権の移転など、利用権設定等促
進事業等を活用し、農地の流動化を
推進 

農地の貸し借りにおける利用権設定の申
出の受付や農用地利用集積計画の作
成・公告、農地流動化施策の普及啓発 

e 革新的農業技術の開発・
普及 

  

 (a) バイオテクノロジ
ー導入 

園芸バイオテクノロジー 
組織培養を活用した優良種苗の研
究･開発 

畜産バイオテクノロジー 
新技術の導入と実用化による家畜
改良の促進、優良家畜の増進 

なし 

   (イ)  多様な担い手の育成 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

a 農業経営者の育成   

 (a) 農業経営改善支援 市農業経営改善支援センター事業 
農業経営改善計画の作成及び計画の
実行等の相談支援を行い、認定農業
者を育成 

町農業経営改善支援センター事業 
農業経営改善計画の作成及び計画
の実行等の相談支援を行い、認定
農業者を育成 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
(b) 経営者の育成 “ひろしま活力農業”経営者育成事業 

・新規就農希望者等の募集活動 
・就農に必要な農地の確保及び研修 
・就農後の経営確立支援 

(c) 女性農業者の育成 “まかせんさい”広島市女性農業士
を認定し、一般女性農業者・新規参
入者の指導者として育成 

(d)定年就農者の育成 『スローライフで夢づくり』定年就
農者育成事業 
・定年就農希望者等の募集選考 
・研修及び農地のあっせん 

b 農業団体等育成指導   

(a) 農業団体への事
業補助 

広島市農業振興協議会 
市域内の農業振興対策の企画・事
業推進、地域リーダー等の育成、地
域組織の育成指導等 

湯来町農事研究会（巻柿生産振興部
会、広島菜生産振興部会を含む。） 

(b) 農業共済事業補助 なし 
天災等不慮の事故で農産物が被
害を受けた場合に、農業者にその
損失を補填 
・ 事業主体 

   広島県西部農業共済組合 

天災等不慮の事故で農産物が被害を
受けた場合に、農業者にその損失を
補填 

・ 事業主体 
    広島県西部農業共済組合 

 

(ｃ) 農用地利用改善
事業促進活動 

地域農業の中核的担い手の育成や農
用地等の活動を推進するための指導・
支援 

なし 
 

c  金融・流通対策   

(a) 農業制度資金利
子補給 

農業者が経営の近代化及び改善等を
図るために融資機関から制度資金を
借り受けた場合の利子負担の軽減 

同左  

(b) 野菜価格安定対策 野菜の市場価格が著しく下落した場合の野
菜生産農家に対する安値補償金の交付 

なし 

  

 

   (ウ)  個性ある農業の展開 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 特産化事業   
(ａ) 認証 “ひろしまそだち”特産化事業 

信頼度を高めるための認証制度の運
用と産品の開発・普及 

(ｂ) 流通対策 “とれたて安心”産地直売推進事業 

  

(c) 開発・普及 環境にやさしい農業の推進事業 
こだわりの広島伝統野菜復活事業 

巻柿生産拡大事業 

ｂ 畜産経営改善   

 (ａ) 畜産経営改善事業 優秀な和牛、乳牛から受精卵を採取
し、畜産農家所有牛に移殖することに
よる高能力牛の増産、農家の経営安
定化 

・肉用牛導入事業基金 
肉用牛資源の確保と畜産農家の所
得の向上を図る。 

 

 
   (エ)  「農」のある住みよい地域づくりの推進 

 項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 生活環境基盤の整備   

(ａ) 農業集落排水事業    

 ・内容 農業集落排水施設を整備し、し尿及
び生活雑排水の処理を行う。 

同左 
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 項    目 広  島  市 湯  来  町 

・計画処理対象 19 処理区 6，922 戸 24，011 人 2 処理区 1,430 人 
(注)下により算定した額に100分の105を乗じる。 

① 一般家庭 
  世帯割 1,500 円+世帯人数×500 円 
② 事業所 

処理対象人員 使用料 

1 人～5 人 3,000 円 

6 人～10 人 5,500 円 

11 人～15 人 8,000 円 

16 人～20 人 10,500 円 

21 人～30 人 14,500 円 

31 人～40 人 19,700 円 

41 人～50 人 24,900 円 

51 人～60 人 30,100 円 

61 人～70 人 37,250 円 

71 人～80 人 42,750 円 

81 人～90 人 48,250 円 

91 人～100 人 53,750 円 

101 人～120 人 66,400 円 

121 人～140 人 78,200 円 

141 人～160 人 90,000 円 

161 人～180 人 101,800 円 

181 人～200 人 113,600 円 

201 人～240 人 142,300 円 

241 人～280 人 167,900 円 

281 人～320 人 193,500 円 

321 人～370 人 222,300 円 

371 人～420 人 274,050 円 

421 人～470 人 308,550 円 

471 人～520 人 343,050 円 

521 人～ 377,550 円 

・農業集落排水施設
使用料(1 か月) 

( 注 ) 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 を 含 む 。

（H16.7.1～） 

① 一般家庭 
   世帯割 740 円+世帯人員×970 円 
② 事業所 
   事業所割 740 円 
          ＋処理対象人員×970 円 

 

・農業集落排水事業
受益者分担金 

  

受益者 事業区域内の建築物を所有等する者 世帯主､又は事業等を営む者で、農業
集落排水処理施設を使用するもの 

負担金額 (排水処理施設建設費用額×100 分の
5/計画戸数)×所有等建築物の数 

家屋等 1 戸につき 300,000 円(加入促
進期間の 3 年間までに加入の場合は
200,000 円)｡ 
ただし､公共汚水ますが 1 個増える毎
に 50,000 円を加算 
 
 
 

 

 

納付方法 一括又は 20 回(年 4 回×5 年) 一括 

ｂ中山間地域の活性化   

 (ａ) 中山間地域等直接
支払事業 

耕作放棄地の発生を防止するとともに、
農業生産活動等を通じて、中山間地域
の持つ多面的な機能を確保する観点か
ら生産条件の不利を補正する中山間地
域等直接支払交付金を交付する。 

同左 
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   (オ)  住民と農業・農業者の交流空間の創出 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 住民の農業理解推進や

健全な余暇活用への対
応と農村地域の活性化 

 
 

(ａ) レクリエーション
農園事業 

①市民農園管理運営事業 
・ 名称   広島市市民農園 
・ 施設数  2 か所（277 区画） 
・ 利用面積 １区画 50 ㎡外 
・ 入園料  年間１区画 

39，000 円外 
・ 事業主体 広島市 

②市民菜園開園事業補助 
・ 名称   広島市市民菜園 
・ 施設数  99 ヶ所（4，664 区画） 
・ 利用面積 １区画 16．5 ㎡ 
・ 入園料  年間１区画 3，000 円 
・ 事業主体 農業協同組合 

湯来レクリエーション農園 
・施設数   1 か所（55 区画） 
・利用面積  1 区画20 ㎡（一部40 ㎡） 
・使用料   年間 1 区画 4,000 円 
            （40 ㎡は 8,000 円） 
・事業主体  湯来町 

(ｂ) 公園事業 花みどり公園ふれあいの里・三国 
①施設管理者 
  広島市・(株)ハウディ 
②施設内容 
  ・シャクナゲの国（展示温室等） 
  ・わんぱくの国（遊具等） 
  ・バザ－ルの国(売店等) 

なし 

(ｃ) 農業祭事業補助等 ①農業祭事業補助 
・農林業の技術等の展示指導及び
市民と農業者との交流 

・農産物品評会の実施 
②フードフェスタ広島の開催 

生産者・消費者・流通業者等が一体
となった食と農の祭典 

なし 

 

(ｄ) こども村事業 こどもたちの農業への理解を深めるた
め、農業体験等を実施する。 
  ・牧場見学 
  ・農園、工作館の利用 

なし 

 
   (カ)  施設 

項    目 広 島 市 湯 来 町 
ａ 農業振興機関   

(ａ) 名称 広島市農業振興センター 湯来町農村環境改善センター 

(ｂ) 内容 農業に関する試験・研究・指導等を行
う施設 
・ 事務所棟 
・ ほ場（ガラス温室、ビニールハウス等） 
・ 安佐分場（試験ほ場、ガラス温室、

花木見本展示園等） 

農業経営・農業生活の改善・合理化、
社会教育・文化活動の拠点となる多目
的施設 

 

(ｃ) 事業実施主体 ㈶広島市農林業振興センターに委託  

 



  

オ  林業の振興 
   (ア)  経済的機能の高い森林の整備 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 林道整備   
 (a) 内容 林業経営を積極的に行っている地域及

び今後推進される地域を対象に、林道の
新設・改良を進めている。また、林業用施
設の災害復旧を行う。 

14 年度末林道開設延長 276,636m 
14 年度事業実績 

  ・開設  15 路線    2，180m 
  ・改良  6 路線      441m 
  ・舗装  17 路線    3，864m 

基幹線の整備を中心に進めている。ま
た、今後林業経営が推進される地域を対
象に新設改良を進めている。 

14 年度末林道開設延長 90,860m 
15 年度事業実績 

   ・開設  2 路線  63m 
・改良  1 路線  1 か所 
・舗装  2,611ｍ 

b 小規模崩壊地復旧事業   

 (a) 内容 崩壊した林地の復旧及び今後崩壊の起
こる恐れのある林地に対して防災工事を
実施する。 

14 年度施工か所    19 か所 
①小規模崩壊地復旧事業 
②林地崩壊防止事業 
   地元負担    工事費の 10％ 

住宅に崩壊の起こる恐れのある林地に対
して防災工事を実施する。 

15 年度施工か所  1 か所 

ｃ 流域森林総合整備   

 

(a) 内容 計画的、組織的、集団的な造林事業を
実施し、森林資源の充当を図る。造林後
は、下刈、枝打ち等を行い、健全な森林
を育成する。 
 １4 年度事業実績 
  ・造林 18ha  ・保育 578ha 

なし 

ｄ 森林機能保全間伐
対策 

  

 

(a) 内容 36～45 年生の人工林において、間伐の
適切な推進を図る。また、間伐を促進す
るための作業道等を整備する。 
 間伐対象地域:市内全域 
 間伐対象：スギ、ヒノキ 
 １4 年度事業実績 
  ・間伐 50ｈａ  ・作業道 200m 

人工林において、間伐の適切な推進を
図る。 
 間伐対象地域：町内全域 
 間伐対象：スギ、ヒノキ 

ｅ 市・町有林の整備   

 (a) 内容 下刈、間伐、枝打ち等を適宜実施 
市有林面積：3,242.7ｈａ 

下刈、間伐、枝打ち等を適宜実施 
 町有林面積： 50ｈａ 
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   (イ)  森林環境の保全・活用 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ 森林の保全・保護   
(a) 松くい虫防除 民有林を対象に薬剤の空中散布、被害

木の伐倒駆除を行う。 
 

(ｂ) 松くい虫伐倒
駆除 

市有林を対象に、被害の先端地域を伐
倒油剤処理を行う。 

公共施設内の伐倒処理を行う。 

 

(ｃ) 有害鳥獣駆除 農林水産物の被害届に基づき駆除班に
よる駆除を行うとともに、電気柵、捕獲
柵、防護柵及び防除網の設置に対して
補助を行う。 

①補助率:各施設とも 70m 以上設置す
るのに要する経費の 1/2 

②限度額:施設により、１基当たり 
22,500 円～89,000 円 

捕獲報償金の交付 
・ イノシシ、サル、シカ、カラス、ノイヌ

の捕獲に対して交付 
駆除対策協議会及び駆除班長会議の開催 
駆除班活動謝礼、出動謝礼及び駆除班
制服の作成、従事者傷害保険加入 
野猿被害対策 

被害届に基づき駆除班による駆除を行う
とともに、トタン、電牧柵及び網の設置に
対して補助を行う。 

・補助率： 1/3 
 

捕獲報奨金の交付 
  ・ イノシシ、サル、タヌキ、カラスの捕

獲に対して交付 
 
駆除班への補助金交付、従事者傷害保
険加入 
 

ｂ 森林公園等の整備   

(ａ) 森林公園 広島市森林公園 
 敷地 378ｈａ 
 施設内容 
 昆虫館、芝生広場、デイキャンプ

場、ワンパク橋、山城、展望台、管理
センター、休憩所、ハイキングの森、
教育の森等 

 昆虫館 
 蝶温室、展示室、標本資料室、多目

的ホール(１00 人収容)等 
 開館時間 9:00～16:30 
 休館日  水曜日（祝日の場合は翌 
      日）、年末年始 

入館料 大人 500 円 小人 170 円 

なし 

(ｂ) 憩いの森 設置数 9 か所 
 （東区１、西区1、安佐南区3、安佐北区

１、安芸区 3） 
施設内容 
 遊歩道、広場、休憩所等 

設置数 １か所 
施設内容 
  遊歩道 

 

(ｃ) ハイキングコ
ース 

設置数 12 コース 
 （東区2、安佐南区3、安佐北区3、安芸

区 2、佐伯区 2） 

設置数 2 コース 
 （湯の山、丸子山） 

c 土砂等による土地
の埋め立ての指導 

  

（ａ） 名称 「広島市土砂堆積等規制条例」 
（未施行。公布の日（H16.3.30）から起算
して 6 か月を超えない範囲内において規
則で定める日から施行。） 

「湯来町土砂等による土地の埋立等の規
制に関する条例」 

 

（ｂ） 目的 土砂の堆積等を規制することにより、土
砂の崩壊、流出等による災害の発生を防
止し、もって市民の生命、身体及び財産
の保護を図ることを目的とする。 

土砂等の埋立等による土壌の汚染の発生
を未然に防止し、良好な自然環境を図る
ため土砂等による土地の埋立、盛土、及
び土砂等のたい積並びに切土について
必要な規制を行うことにより、生活安全の
確保、生活環境の確保を目的としている。 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
 （ｃ） 適用対象事業 土砂堆積の区域が面積が 500 ㎡以上又

は土砂堆積に係る土砂の体積が 500m3

以上の土砂堆積（当該土砂堆積と一体と
認められる土砂採取による土砂のみに係
る土砂体積等を除く。） 

他の法令の規定による許可、認可を受け
た事業を除き事業区域面積が 500 ㎡以
上のもの 

 
   (ウ)  水源林整備の推進 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
ａ 市・町行造林･育林

事業 
  

 (a) 内容 水源かん養機能などの高い地域で、放
置森林を対象に市が土地所有者に代わ
って造林･育林を行い、木材を売り払った
ときにその収益を市と土地所有者が一定
の割合で分け合う。 
14 年度末契約面積 152.13ｈａ 

市行造林 
・契約期間  80 年間 
・分収割合  市：土地所有者＝6:4 

市行育林 
・契約期間  80 年間から林齢を差

 し引いた期間 
・分収割合  契約時林齢により 

  5:5～3:7 

民有林を対象に分収林契約を行い、造
林・育林を行い、木材を売り払ったときに
その収益を町と土地所有者が一定の割
合で分け合う。 
 
分収林面積  114ｈａ 
  ・分収割合 町：土地所有者＝6：4 

 
   (エ)  市民参加の森林づくり 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

ａ ボランティアの育成   

 (a) 内容 ①「もりメイト」育成 
市民参加の「森林づくり」事業の先導

的役割を果たすボランティアを育成し、
森林の整備を行う。 

②みどりの里親 
子どもたちを苗木の里親として登録し、

苗木を家庭で育成し、再び山に戻すま
での一連の作業をサポートする。 

③みどりの体験ツアー 
太田川流域 6 町村の協力のもと林業

等体験バスツアーを実施する 
④里山整備 

市民自らが里山の整備に参加し、さら
にその整備した里山を利用する。 

⑤ボランティア間伐サポート 
間伐のための伐倒作業や、間伐材利

用促進としての加工実習等の講習会を
実施する。 

なし 

 



カ  水産業の振興 
   (ア)  栽培漁業の推進 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
a 魚貝類放流   

 
(a) 内容 アサリ、アユ、クルマエビ等の有用魚貝類

の種苗を購入し、適地漁場に放流する。 
なし 

ｂ種苗生産   

 
(a) 内容 市水産振興センターにおいて水産資源の維

持増殖に必要なアユ、クロダイ、マコガレイ、
ワカメ等の重要魚介類の種苗生産を行う。 

なし 

c 養殖等技術指導   

 

(a) 内容 
 

市水産振興センターにおいて 
 ①カキ養殖指導 
 ②ノリ･ワカメ等養殖指導 
 ③魚介類増養殖放流指導   を実施する。 

なし 

 
   (イ)  漁場環境の保全 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

a 海底清掃事業   
 (a) 内容 沿岸漁場にたい積している廃棄物を除去す

ることにより、漁場機能を回復し、沿岸漁業
の生産の増大と漁業経営の安定を図る。 

なし 

b 海浜清掃事業補助   

(a) 内容 海浜にたい積･漂着しているゴミを除去
し、漁業活動の円滑化と市民の憩いの
場の保全や海浜景観の向上を図る。 

(b) 補助率 １/２以内 

 

(ｃ) 実施主体 漁業協同組合 

なし 

ｃ 河川清掃事業補助   

(a) 内容 河川にたい積･漂着しているゴミを除去
し、漁業活動の円滑化と市民の憩いの
場の保全や河川景観の向上を図る。 

・河川清掃と地域住民に対する啓発活 
 動 
・河川環境巡視員による定期巡視 

(b) 補助率 １/２以内 定額 

 

(ｃ) 実施主体 漁業協同組合 漁業協同組合 

 
(ウ)  漁業経営の安定 

項    目 広  島  市 湯  来  町 
a 漁業経営資金融資

預託貸付 
  

(a) 預託機関 広島県信用漁業協同組合連合会 

(b) 融資対象者 市内の漁業協同組合員 

(ｃ) 融資対象資金 ・ 漁業経営のための原材料購入資金 
・漁船の建造、改良又は取得に要する資金 
・魚類畜養殖施設の新設、改良又は取

得に要する資金 
・水産加工処理施設の新設，改良又は

取得に要する資金 
・漁具、漁網の購入に要する資金 
・漁家経営に必要な資金 

(ｄ) 融資限度額 定めなし 

(ｅ) 融資期間 １年以内 

 

(f) 利率 年 2.275％ 

なし 

b 漁船保険加入者に
対する補助 
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項    目 広  島  市 湯  来  町 
(a) 事業内容 漁船保険の加入に伴う保険料の一部を

助成する。 
(b) 対象者 広島市内の全船加入区の区域内に住

所を有し、保険価額の５割以上の保険金
額で加入している漁船所有者 

 

区  分 保険の目的 補助率 

漁

船

保

険 

普通 

損害 

保険 

事故による自

船の損害金 

保険価格の6.5割

の保険金額を補

助対象の限度額

とし，その保険料

額の 2.１割 

 

(c) 補助額 

漁船 

船主 

責任 

保険 

基本 

損害 

事故による他

船 及 び 事 故

による港湾施

設等に対する

損 害 賠 償 金

等 

保険料額×3 割 

－国庫補助金 

なし 

ｃ かき養殖共済補助   

(a) 事業内容 養殖共済事業に加入する漁業者の掛金
の一部を助成する。 

(b) 補助対象 加入区においてカキ養殖業を営む市内
の漁業協同組合の組合員に対し、当該
組員が共済価額の 3 割以上で養殖共済
契約に加入した場合 

 

(c) 補助額 (共済価額の 1.9 割で契約した場合の共
済掛金－国庫補助相当額) ×１/2 

なし 

d かき浄化施設整備
事業補助 

  

(a) 事業内容 水質が一定の基準を満たしていない水
域にかき浄化施設を設置している漁業
者に対し、ろ材交換経費を助成する。 

 

(ｂ) 補助率 経費の１/2 又は全額 

なし 

 
   (エ)  親水レクリエーションの推進等 

項    目 広  島  市 湯  来  町 

a 魚貝類ふれあい事業   

 (a) 内容 八幡川、瀬野・熊野川、太田川放水路に
アユ、アサリ、シジミを放流し、市民への
レクリエーションの場の提供及びコミュニ
ティづくりを促進し、自然環境の保護意
識の高揚を図る。 

なし 

 
   (オ)  施設 

項    目 広 島 市 湯  来  町 

a 水産振興機関   

(a) 名称 広島市水産振興センター 

(b) 施設内容 ①種苗生産施設 
②魚と漁業の資料展示室 

(ｃ) 管理･運営 (財)広島市水産振興協会(広島市が委託) 

 

(d) 設置者 広島市 

なし 

 




